
八王子市職員自治体法務検定受検経費助成要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、職員が公務遂行に資するため、一般財団法人日本通信教育学園が設

置する自治体法務検定委員会が実施する自治体法務検定（以下「自治体法務検定」という。）

を受検し、所定の成績を満たした場合において、受検に要した経費の一部または全部を助

成することにより、職員の法務に関する知識向上と専門性の強化を図る取組を支援し、職

員の資質向上に役立てることを目的とする。 

（助成の対象者） 

第２条 助成の対象者は、八王子市職員（八王子市職員定数条例（昭和２４年八王子市条

例第２２号）第１条に規定する職員）及び他団体への派遣職員（以下「職員」という。）

とする。 

（助成の範囲） 

第３条 助成の対象となる検定の種類は、自治体法務検定の基本法務及び政策法務とする。 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、次に掲げるとおり検定の結果に基づき決定することとし、予算の

範囲内において交付する。 

（１）５００点以上の場合、検定の種類ごとに、受検料の全額及び自治体法務検定公式

テキスト（自治体法務検定問題集は除く。）１冊分の購入額 

（２）４００点以上５００点未満の場合、検定の種類ごとに、受検料の２分の１の額 

（助成の申請） 

第５条 助成の申請は、会計年度内に受検したものを対象とし、当該年度ごと、検定の種

類ごとに１人１回までとする。 

２ 助成を希望する職員は、自治体法務検定受検経費助成金交付申請書（第１号様式。以

下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、所定の期日までに市長に申請し

なければならない。 

（１）検定の結果が明らかになるものの写し 

（２）助成金対象経費の支払いが明らかになるものの写し 

（助成の決定） 

第６条 市長は交付申請書の提出があったときは、その内容を審査のうえ、助成の可否を

決定し、自治体法務検定受検経費助成金交付決定通知書（第２号様式）又は自治体法務

検定受検経費助成金不交付決定通知書（第３号様式）により、助成希望者に対し、通知

するものとする。 

２ 前項の助成希望者の助成決定の総額は、当該年度の予算範囲内とし、それを超える場

合は、抽せんにより決定する。ただし、前年度以前にこの要綱による助成を受けたこと

のないもの（以下「未助成者」という。）の助成申請の総額が当該年度の予算範囲内であ

る場合は、未助成者を優先して助成決定者とする。 



（助成決定の取消し等） 

第７条 市長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定

の全部又は一部を取消し、返還させることができる。 

（１）偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき 

（２）その他助成することが不適当と認められる事実があったとき 

２ 前項に規定する助成金の返還に関することは、市長が別に定める。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附則 

 この要綱は、令和７年７月１８日から施行する。 

 


